
 
令和５年度 

いの町一般会計補正予算 

(第４号)  
い  の  町       



－１－ 

 

 

令和５年度いの町一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和５年度いの町の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１８５，６００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１４，０２４，９００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ９ 月 ４ 日提出 

い の 町 長  池 田  牧 子 

 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正  （　第　４　号　）
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

８，０００
9.地方特例交付金

４，６９０ １２，６９０

1.地方特例交付金
８，０００ ４，６９０ １２，６９０

５，１５０，０００
10.地方交付税

１９８，６０３ ５，３４８，６０３

1.地方交付税
５，１５０，０００ １９８，６０３ ５，３４８，６０３

２９，４５２
12.分担金及び負担金

１５５ ２９，２９７△

1.分担金
１，４０２ １１５ １，５１７

2.負担金
２８，０５０ ２７０ ２７，７８０△

１，５５５，５５４
14.国庫支出金

１５，５４８ １，５７１，１０２

1.国庫負担金
６９４，６２１ ２，４３２ ６９７，０５３

2.国庫補助金
８４５，２４６ １３，１１６ ８５８，３６２

１，０６４，４０４
15.県支出金

２６，０９９ １，０９０，５０３

1.県負担金
４４０，３１６ ９２０ ４４１，２３６

2.県補助金
５２２，９４１ ４，０７１ ５２７，０１２

3.県委託金
１０１，１４７ ２１，１０８ １２２，２５５

９１，５３５
16.財産収入

８７８ ９２，４１３

1.財産運用収入
６９，６１６ ５２３ ７０，１３９

2.財産売払収入
２１，９１９ ３５５ ２２，２７４
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（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１，０１６，７３７
18.繰入金

２６１，４００ ７５５，３３７△

2.基金繰入金
８３７，７１３ ２６１，４００ ５７６，３１３△

１，０００
19.繰越金

１５８，８５７ １５９，８５７

1.繰越金
１，０００ １５８，８５７ １５９，８５７

１９１，３３１
20.諸収入

２，２８０ １９３，６１１

4.受託事業収入
９，６０５ １，８１３ １１，４１８

5.雑入
１８０，５９５ ４６７ １８１，０６２

１，０１０，１００
21.町債

４０，２００ １，０５０，３００

1.町債
１，０１０，１００ ４０，２００ １，０５０，３００

歳　　入　　合　　計
１３，８３９，３００ １８５，６００ １４，０２４，９００



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
３，２６５，２９８ １９，０５１ ３，２８４，３４９

1.総務管理費
３，１１５，６１７ ３，７５０ ３，１１１，８６７△

2.徴税費
５５，７９２ １，６９３ ５７，４８５

4.選挙費
３３，８６３ ２１，１０８ ５４，９７１

3.民生費
３，０７８，３６７ ３３，６３９ ３，１１２，００６

1.社会福祉費
２，２２０，３３４ ２０，７１８ ２，２４１，０５２

2.児童福祉費
８５７，７１６ １２，９２１ ８７０，６３７

4.衛生費
１，３８９，８９４ ２４，８８６ １，４１４，７８０

1.保健衛生費
７７４，０９０ ２４，５８６ ７９８，６７６

3.水道費
１１３，８１８ ３００ １１４，１１８

6.農林水産業費
７１１，６５９ ９，１６５ ７２０，８２４

1.農業費
２１４，８３２ ７，５１９ ２２２，３５１

2.林業費
４９６，８２７ １，６４６ ４９８，４７３

7.商工費
３００，５６６ １１，４４４ ３１２，０１０

1.商工費
３００，５６６ １１，４４４ ３１２，０１０

8.土木費
１，２８６，３８３ ３３，２０３ １，３１９，５８６

2.道路橋梁費
７８７，９６４ ２１，２６５ ８０９，２２９
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（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3.河川費
１２６，１５３ ７，１５６ １３３，３０９

4.都市計画費
３４３，８３１ ２，６４０ ３４６，４７１

5.住宅費
２３，０１１ ２，１４２ ２５，１５３

9.消防費
７２２，２７１ ７，０５７ ７２９，３２８

1.消防費
７２２，２７１ ７，０５７ ７２９，３２８

10.教育費
１，１３３，１５３ ２５，４９２ １，１５８，６４５

1.教育総務費
１８２，１８８ ４０５ １８２，５９３

2.小学校費
１９１，６０２ １，８８１ １９３，４８３

3.中学校費
１７３，５１８ ５，２６８ １７８，７８６

5.幼稚園費
１１，６００ １２１ １１，７２１

6.認定こども園費
１８１，９４２ ５，６１７ １８７，５５９

7.社会教育費
１８１，３３９ ４，７０２ １８６，０４１

8.保健体育費
２０３，５８９ ７，４９８ ２１１，０８７

11.災害復旧費
１２９，０７８ ２１，６６３ １５０，７４１

1.農林水産業施設災害復旧費
８２，５１７ １０，７３９ ９３，２５６

2.公共土木施設災害復旧費
４６，５６１ １０，９２４ ５７，４８５

歳　　出　　合　　計 １３，８３９，３００ １８５，６００ １４，０２４，９００



変  更

起債の 償還の 起債の 償還の

方  法 方  法 方  法 方  法

過 疎 対 策 事 業 債 647,200 667,300

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 117,700 126,600

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 48,100 53,600

災 害 復 旧 事 業 債 11,000 19,900

利 率

 証書借入
れ又は

証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

第２表　地   方   債   補   正
（単位：千円）

起  債  の  目  的

補     正     前 補     正     後

限 度 額 利 率

臨 時 財 政 対 策 債 48,000 44,800

 証書借入
れ又は

証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

限 度 額
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２，４９１，６６２ ０ ２，４９１，６６２

2.地方譲与税
２２１，６８９ ０ ２２１，６８９

3.利子割交付金
２，８００ ０ ２，８００

4.配当割交付金
１１，０００ ０ １１，０００

5.株式等譲渡所得割交付金
１２，３００ ０ １２，３００

6.法人事業税交付金
２７，０００ ０ ２７，０００

7.地方消費税交付金
５４８，４００ ０ ５４８，４００

8.環境性能割交付金
８，７００ ０ ８，７００

9.地方特例交付金
８，０００ ４，６９０ １２，６９０

10.地方交付税
５，１５０，０００ １９８，６０３ ５，３４８，６０３

11.交通安全対策特別交付金
１，７００ ０ １，７００

12.分担金及び負担金
２９，４５２ １５５ ２９，２９７△

13.使用料及び手数料
１３２，２８６ ０ １３２，２８６

14.国庫支出金
１，５５５，５５４ １５，５４８ １，５７１，１０２

15.県支出金
１，０６４，４０４ ２６，０９９ １，０９０，５０３

16.財産収入
９１，５３５ ８７８ ９２，４１３

17.寄附金
２６３，６５０ ０ ２６３，６５０
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（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

18.繰入金
１，０１６，７３７ ２６１，４００ ７５５，３３７△

19.繰越金
１，０００ １５８，８５７ １５９，８５７

20.諸収入
１９１，３３１ ２，２８０ １９３，６１１

21.町債
１，０１０，１００ ４０，２００ １，０５０，３００

歳　　入　　合　　計 １３，８３９，３００ １８５，６００ １４，０２４，９００



（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国庫支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

県支出金

1.議会費
86,492 0 86,492

2.総務費
3,265,298 19,051 3,284,349 2,700 2,400 3,344 4,741△15,348

3.民生費
3,078,367 33,639 3,112,006 1,751 2,200 33,447△641

4.衛生費
1,389,894 24,886 1,414,780 24,886

5.労働費
13,000 0 13,000

6.農林水産業費
711,659 9,165 720,824 400 74 8,269422

7.商工費
300,566 11,444 312,010 869 3,700 4,8752,000

8.土木費
1,286,383 33,203 1,319,586 14,300 3,242 14,1611,500

9.消防費
722,271 7,057 729,328 2,467 3,3571,233

10.教育費
1,133,153 25,492 1,158,645 625 13,900 5,867 3,8701,230

11.災害復旧費
129,078 21,663 150,741 7,136 8,700 115 1,9873,725

12.公債費
1,673,139 0 1,673,139

13.予備費
50,000 0 50,000

15,548歳　　出　　合　　計 13,839,300 185,600 14,024,900 43,400 10,442 90,11126,099

―　3　― 一般会計



―　4　― 一般会計

2.歳　入

9.款 地方特例交付金 項 1.地方特例交付金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1. 1. ・地方特例交付金地方特例交付金 8,000 4,690 12,690 減収補てん特例交付金4,690

8,000 4,690 12,690項 合 計

款 合 計 8,000 4,690 12,690

10.款 地方交付税 項 1.地方交付税

1. 1. ・地方交付税地方交付税 5,150,000 198,603 5,348,603 普通交付税198,603

5,150,000 198,603 5,348,603項 合 計

款 合 計 5,150,000 198,603 5,348,603

12.款 分担金及び負担金 項 1.分担金

2. 1.農地災害復旧費分担金災害復旧費分担金 2 115 117 115

1,402 115 1,517項 合 計

12.款 分担金及び負担金 項 2.負担金

3. 1.留守家庭児童会費負担金現教育費負担金 7,704 270 7,434△ 270△

年度分

28,050 270 27,780△項 合 計

款 合 計 29,452 155 29,297△



14.款 国庫支出金 項 1.国庫負担金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1. 5. ・保育所費民生費国庫負担金 645,357 1,751 647,108 私立分1,751

3. 2. ・認定こども園費教育費国庫負担金 5,512 681 6,193 私立分681

694,621 2,432 697,053項 合 計

14.款 国庫支出金 項 2.国庫補助金

1. 3. ・企画費総務費国庫補助金 243,331 2,700 246,031 空き家対策総合支援事業2,700

4. 2. ・観光費商工費国庫補助金 2,915 869 3,784 デジタル田園都市国家構想推進交付金869

6. 1. ・防災対策費消防費国庫補助金 44,193 2,467 46,660 空き家対策総合支援事業2,467

7. 7. ・留守家庭児童会費教育費国庫補助金 47,470 56 47,414 子ども子育て支援交付金△ 224△

8. ・社会教育総務費 情報通信技術講習事業168

3,3358. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧費国庫補助金 8,846 7,136 15,982 河川等現年公共災害復旧費7,136

3,801・河川等過年公共災害復旧費

845,246 13,116 858,362項 合 計

款 合 計 1,555,554 15,548 1,571,102

15.款 県支出金 項 1.県負担金

1. 6. ・保育所費民生費県負担金 438,085 641 438,726 私立分641

2. 2. ・認定こども園費教育費県負担金 2,231 279 2,510 私立分279

440,316 920 441,236項 合 計
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15.款 県支出金 項 2.県補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1. 2. ・企画費総務費県補助金 84,210 5,760 78,450 住宅耐震改修事業△ 2,700

3. ・国土調査費 地籍調査事業8,460△

4. 5. ・鳥獣費農林水産業費県補助金 191,799 422 192,221 第二種特定鳥獣捕獲推進事業322

8. ・治山費 山地災害防止事業100

5. 1. ・観光費商工費県補助金 7,700 2,000 9,700 外国人観光客等受入環境整備事業2,000

6. 2. ・がけくずれ住家防災対策事土木費県補助金 18,429 1,500 19,929 がけくずれ住家防災対策事業1,500

業費

7. 1. ・防災対策費消防費県補助金 43,932 1,233 45,165 住宅耐震改修事業1,233

8. 5. ・社会教育総務費教育費県補助金 60,549 951 61,500 放課後児童クラブ等デジタル化支援事業119

2246. ・留守家庭児童会費 放課後児童健全育成事業832 △

342・放課後子どもプラン利用促進事業

714・放課後児童クラブ等デジタル化支援事業

9. 1. ・林業施設災害復旧費災害復旧費県補助金 9,884 3,725 13,609 林業施設現年公共災害復旧費2,575

3. ・農地災害復旧費 農地現年公共災害復旧費1,150

522,941 4,071 527,012項 合 計

15.款 県支出金 項 3.県委託金

1. 8.参議院議員補欠選挙費総務費県委託金 69,550 21,108 90,658 21,108

101,147 21,108 122,255項 合 計

款 合 計 1,064,404 26,099 1,090,503



16.款 財産収入 項 1.財産運用収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1. 1. ・財産貸付収入現年度分財産貸付収入 26,836 523 27,359 貸地料　本川総合支所管内分523

69,616 523 70,139項 合 計

16.款 財産収入 項 2.財産売払収入

2. 1.財産売払収入現年度分普通財産売払収入 20,294 355 20,649 355

21,919 355 22,274項 合 計

款 合 計 91,535 878 92,413

18.款 繰入金 項 2.基金繰入金

1. 1.財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 360,200 269,000 91,200△ 269,000△

4. 1.施設等整備基金繰入金施設等整備基金繰入金 76,700 7,600 84,300 7,600

837,713 261,400 576,313△項 合 計

款 合 計 1,016,737 261,400 755,337△

19.款 繰越金 項 1.繰越金

1. 1.繰越金繰越金 1,000 158,857 159,857 158,857

1,000 158,857 159,857項 合 計

款 合 計 1,000 158,857 159,857
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20.款 諸収入 項 4.受託事業収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

4. 1.山のみち地域づくり交付金林業費受託事業収入 0 1,813 1,813 1,813

事業受託事業収入

9,605 1,813 11,418項 合 計

20.款 諸収入 項 5.雑入

1. 4. ・保険料雑入 180,595 467 181,062 雇用保険1

5. ・給食費収入 給食材料代63△

996. ・雑入 公有建物災害共済金394

221・補償金

74・指定管理者備品負担金

7.過年度収入 135

180,595 467 181,062項 合 計

款 合 計 191,331 2,280 193,611

21.款 町債 項 1.町債

1. 1. ・財産管理費総務債 97,400 2,200 99,600 過疎対策事業債2,200

3. 2. ・畜産業費農林水産業債 142,200 400 142,600 過疎対策事業債300

4. ・治山費 緊急自然災害防止対策事業債100

4. 4. ・工芸村運営費商工債 75,300 3,700 79,000 過疎対策事業債3,700

5. 2. ・道路新設改良費土木債 388,000 14,300 402,300 緊急防災・減災事業債8,900



21.款 町債 項 1.町債 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

4. ・がけくずれ住家防災対策事 緊急自然災害防止対策事業債1,500

業費

5. ・河川改良費 緊急自然災害防止対策事業債3,900

7. 1. ・小学校費教育債 111,500 13,900 125,400 過疎対策事業債1,000

2. ・中学校費 過疎対策事業債4,200

5. ・保健体育費 過疎対策事業債8,700

1,9008. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧債 11,000 8,900 19,900 現年発生補助災害復旧事業債3,600

1,700・過年発生補助災害復旧事業債

2. ・農業施設災害復旧費 現年発生単独災害復旧事業債2,100

3. ・農地災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債1,000

4. ・林業施設災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債2,200

9. 1.臨時財政対策債臨時財政対策債 48,000 3,200 44,800△ 3,200△

1,010,100 40,200 1,050,300項 合 計

款 合 計 1,010,100 40,200 1,050,300

13,839,300 185,600 14,024,900歳入合計
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3.歳　出

款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 12.委託料一般管理費 102,990 1,820 101,170 1,820 宿日直△ △ 1,820△ ・

2. 2.給料人事管理費 1,880,178 13,815 1,866,363 200 1 14,016 一般職△ △ 8,196△ ・

3.職員手当等 特別職6,988△ 171△・

扶養 744・

住居 430△・

通勤 535・

期末勤勉 7,983△・

時間外勤務 170△・

児童 500・

特殊勤務 2△・

夜間勤務 9△・

退職手当負担金 3△・

特別職退手負担金 1・

4.共済費 共済組合1,369 2,585・

共済組合(追加) 1,324△・

互助会 15・

特別職共済組合 62・

特別職共済組合(追加) 25△・

社会保険料 9・

雇用保険料 51・

労災保険料 4△・

6. 10.需用費財産管理費 72,148 6,948 79,096 2,200 843 3,905 消耗品費2,291 458・

修繕料 1,833・

12.委託料 監理1,646 396・

成分分析 205・

立木伐採 245・

測量登記 800・

14.工事請負費 街灯移設工事2,804 255・

高薮バス待合所床修繕工事 11・



款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

14.工事請負費 戸中町有地ブロック壁修繕工 266・

事

柏原集会所改修工事 2,272・

17.備品購入費 机150 ・

18.負担金、補 講習会受講料7 ・

助及び交付

金

21.補償、補填 電柱支線移転50 ・

及び賠償金

9. 10.需用費交通安全対 4,149 62 4,211 62 消耗品費60 ・

策費

18.負担金、補 県交通安全指導員協議会2 ・

助及び交付

金

10. 18.負担金、補諸費 179,374 500 179,874 500 集会施設等整備補助金500 ・

助及び交付

金

11. 18.負担金、補ふるさとづ 92,386 2,020 94,406 2,000 20 集落活性化事業2,020 ・

助及び交付くり事業費

金

12. 7.報償費企画費 274,015 12,696 286,711 2,700 7,296 協力者・指導者謝金22 ・2,700

8.旅費 費用弁償8 ・

10.需用費 消耗品費50 ・

13.使用料及び ＮＨＫ受信料13 ・

賃借料
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款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

17.備品購入費 地域おこし協力隊活動用備品50△ ・

18.負担金、補 空き家耐震改修補助9,100 8,100・

助及び交付 地域おこし協力隊起業支援補 1,000・

金 助

27.繰出金 再生可能エネルギー事業特別3,553 ・

会計

13. 12.委託料電算費 182,339 739 183,078 739 システム変更739 ・

14. 12.委託料国土調査費 58,712 11,280 47,432 2,820 測量△ △ 11,280△ ・8,460△

16. 18.負担金、補新型コロナ 221,715 200 221,915 200 特殊詐欺対策電話機購入費補200 ・

助及び交付ウイルス感 助

金染症対応地

方創生臨時

交付金事業

費

3,115,617 3,750 3,111,867 2,700 2,400 3,344 6,434△ △5,760△項 合 計

款 2. 総務費 項 2. 徴税費

2. 12.委託料賦課徴収費 47,258 1,693 48,951 1,693 システム変更1,693 ・

55,792 1,693 57,485 1,693項 合 計

款 2. 総務費 項 4. 選挙費

4. 1.報酬参議院議員 0 21,108 21,108 選管委員4,798 120・21,108

補欠選挙費 投票管理者等 1,069・

投票立会人 2,229・



款 2. 総務費 項 4. 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1.報酬 開票立会人 36・

会計年度任用職員 1,344・

3.職員手当等 時間外勤務6,350 6,200・

管理職員特別勤務 150・

7.報償費 ポスター掲示板設置謝礼63 ・

8.旅費 委員旅費126 102・

費用弁償 24・

10.需用費 消耗品費5,235 5,075・

燃料費（ガソリン） 10・

食糧費 150・

11.役務費 郵便料2,311 2,000・

電話料 20・

ネットワーク設定手数料 68・

計数機調整料 33・

投票用紙分類機点検料 182・

投票用紙交付機点検料 8・

12.委託料 ポスター掲示場設置1,964 1,458・

帳票印刷等 506・

13.使用料及び 車借上料261 50・

賃借料 事務機器借上料 93・

コピー機借上料 30・

投開票オンラインシステム借 88・

上料

33,863 21,108 54,971 21,108項 合 計

款 合 計 3,265,298 19,051 3,284,349 2,700 2,400 3,344 4,741△15,348
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款 3. 民生費 項 1. 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

2. 12.委託料障害福祉費 625,306 14,427 639,733 14,427 意思疎通支援事業45 ・

22.償還金、利 国庫返還金14,382 9,588・

子及び割引 県返還金 4,794・

料

4. 10.需用費老人福祉費 190,737 6,759 197,496 6,759 修繕料437 ・

18.負担金、補 研修負担金7 ・

助及び交付

金

27.繰出金 特別養護老人ホーム特別会計6,315 ・

5. 18.負担金、補後期高齢者 529,036 40 528,996 40 後期高齢者広域連合共通経費△ △ 40△ ・

助及び交付医療費

金

9. 27.繰出金介護保険対 427,444 428 427,016 428 介護保険特別会計△ △ 428△ ・

策費

2,220,334 20,718 2,241,052 20,718項 合 計

款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費

1. 1.報酬児童福祉総 123,710 4,104 127,814 1,400 2,704 会計年度任用職員589 ・

務費

4.共済費 社会保険料104 61・

共済組合 39・

互助会 4・

8.旅費 費用弁償16 ・

10.需用費 修繕料300 ・



款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

12.委託料 剪定･消毒208 ・

22.償還金、利 国庫返還金2,887 2,862・

子及び割引 県返還金 25・

料

2. 10.需用費保育所費 421,131 8,669 429,800 1,751 3,600 9,877 修繕料648 ・△641

12.委託料 広域入所保育所運営費2,855 ・

22.償還金、利 国庫返還金5,166 3,714・

子及び割引 県返還金 1,452・

料

3. 22.償還金、利子ども医療 66,807 141 66,948 141 国庫返還金141 ・

子及び割引費

料

4. 22.償還金、利児童措置費 237,758 7 237,765 7 国庫返還金7 ・

子及び割引

料

857,716 12,921 870,637 1,751 2,200 12,729△641項 合 計

款 合 計 3,078,367 33,639 3,112,006 1,751 2,200 33,447△641

款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費

1. 18.負担金、補保健衛生総 324,121 245 324,366 245 仁淀病院245 ・

助及び交付務費

金
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款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

2. 22.償還金、利予防費 133,937 24,318 158,255 24,318 国庫返還金24,318 ・

子及び割引

料

5. 22.償還金、利母子衛生費 37,569 23 37,592 23 国庫返還金23 ・

子及び割引

料

774,090 24,586 798,676 24,586項 合 計

款 4. 衛生費 項 3. 水道費

1. 10.需用費水道費 113,818 300 114,118 300 修繕料300 ・

113,818 300 114,118 300項 合 計

款 合 計 1,389,894 24,886 1,414,780 24,886

款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費

2. 14.工事請負費農業総務費 45,274 1,035 46,309 1,035 柳瀬農林水産物直売及び食材957 ・

供給施設結露防止工事

27.繰出金 農業集落排水事業特別会計78 ・

3. 10.需用費農業振興費 47,594 3,027 50,621 74 2,953 修繕料700 ・

17.備品購入費 樹木粉砕機2,327 ・

4. 14.工事請負費畜産業費 3,039 242 3,281 300 58 本川畜産物等飼育処理加工施△ 242 ・

設ボイラー改修工事



款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

6. 14.工事請負費農業施設維 27,867 2,893 30,760 2,893 農業施設維持修繕2,207 ・

持費

15.原材料費 補修用材料686 ・

8. 10.需用費鳥獣費 28,638 322 28,960 消耗品費322 ・322

214,832 7,519 222,351 300 74 6,823322項 合 計

款 6. 農林水産業費 項 2. 林業費

4. 14.工事請負費林業施設維 39,764 946 40,710 946 林業施設維持修繕946 ・

持費

5. 11.役務費山のみち地 1,484 500 1,984 500 翻訳料250 ・

域づくり交

12.委託料付金事業費 相続登記事務支援250 ・

6. 14.工事請負費治山費 6,000 200 6,200 100 山地災害防止事業200 ・100

496,827 1,646 498,473 100 1,446100項 合 計

款 合 計 711,659 9,165 720,824 400 74 8,269422

款 7. 商工費 項 1. 商工費

3. 12.委託料紙業振興費 3,335 126 3,461 126 商標登録更新126 ・

4. 10.需用費観光費 110,398 5,413 115,811 869 4,544 修繕料1,842 ・

11.役務費 し尿処理費1,224 ・

12.委託料 施設管理608 ・
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款 7. 商工費 項 1. 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

18.負担金、補 地域観光・滞在コンテンツ創1,739 ・

助及び交付 出事業

金

7. 11.役務費工芸村運営 33,600 5,905 39,505 3,700 205 システム利用料10 ・2,000

費

12.委託料 設計監理592 493・

ルータ設置 99・

13.使用料及び 決済端末機器借上料21 ・

賃借料

14.工事請負費 土佐和紙工芸村改修工事5,148 ・

17.備品購入費 パソコン134 ・

300,566 11,444 312,010 869 3,700 4,8752,000項 合 計

款 合 計 300,566 11,444 312,010 869 3,700 4,8752,000

款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費

2. 14.工事請負費道路維持費 102,904 11,800 114,704 11,800 町道維持補修11,800 ・

3. 1.報酬道路新設改 673,693 9,465 683,158 8,900 565 会計年度任用職員288 ・

良費

4.共済費 社会保険料49 29・

共済組合 18・

互助会 2・

11.役務費 用地鑑定料178 ・

12.委託料 測量設計3,950 ・



款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

14.工事請負費 町単独町道改良工事1,000 ・

16.公有財産購 町単独改良事業4,000 ・

入費

787,964 21,265 809,229 8,900 12,365項 合 計

款 8. 土木費 項 3. 河川費

1. 7.報償費河川総務費 34,748 121 34,869 121 水上オートバイ等の安全な利114 ・

用の促進に関する検討委員

8.旅費 委員旅費7 ・

2. 10.需用費河川維持費 26,899 98 26,997 98 修繕料98 ・

3. 14.工事請負費がけくずれ 36,500 3,000 39,500 1,500 がけくずれ住家防災対策工事3,000 ・1,500

住家防災対

策事業費

4. 16.公有財産購河川改良費 28,006 3,937 31,943 3,900 37 流域治水対策事業3,937 ・

入費

126,153 7,156 133,309 5,400 2561,500項 合 計

款 8. 土木費 項 4. 都市計画費

1. 27.繰出金都市計画総 262,967 950 263,917 950 下水道事業特別会計950 ・

務費

3. 21.補償、補填下水道新設 30,945 1,133 32,078 1,100 33 町単独事業1,133 ・

及び賠償金改良費
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款 8. 土木費 項 4. 都市計画費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

4. 10.需用費公園施設管 29,532 557 30,089 557 修繕料557 ・

理費

343,831 2,640 346,471 1,100 1,540項 合 計

款 8. 土木費 項 5. 住宅費

1. 10.需用費住宅管理費 23,011 2,142 25,153 2,142 修繕料2,054 ・

14.工事請負費 町営住宅立橋荘改修工事88 ・

23,011 2,142 25,153 2,142項 合 計

款 合 計 1,286,383 33,203 1,319,586 14,300 3,242 14,1611,500

款 9. 消防費 項 1. 消防費

2. 8.旅費非常備消防 54,859 138 54,997 138 研修旅費138 ・

費

3. 14.工事請負費維持修繕費 3,595 709 4,304 709 本川第二分団屯所シャッター709 ・

修繕工事

4. 18.負担金、補消防施設費 55,793 1,200 56,993 1,200 消火栓新設1,200 ・

助及び交付

金

6. 18.負担金、補防災対策費 163,758 5,010 168,768 2,467 1,310 消防防災ヘリ負担金5,010 75・1,233

助及び交付 老朽住宅除却補助 4,935・

金

722,271 7,057 729,328 2,467 3,3571,233項 合 計



款 9. 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

款 合 計 722,271 7,057 729,328 2,467 3,3571,233

款 10. 教育費 項 1. 教育総務費

2. 1.報酬事務局費 14,281 25 14,256 25 会計年度任用職員△ △ 112 ・

3.職員手当等 期末17 ・

4.共済費 共済組合4 ・

8.旅費 費用弁償165△ ・

18.負担金、補 太陽光発電計量器取替工事負7 ・

助及び交付 担金

金

3. 11.役務費教育振興費 139,955 430 140,385 430 電話料430 ・

182,188 405 182,593 405項 合 計

款 10. 教育費 項 2. 小学校費

1. 3.職員手当等学校管理費 85,430 265 85,695 265 通勤65 185・

期末 120△・

10.需用費 修繕料200 ・

3. 10.需用費維持修繕費 53,114 1,616 54,730 1,000 616 修繕料549 ・

14.工事請負費 伊野南小学校プール濾過器ポ1,067 ・

ンプ取替工事

191,602 1,881 193,483 1,000 881項 合 計
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款 10. 教育費 項 3. 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 10.需用費学校管理費 74,744 987 75,731 987 食糧費837 ・

11.役務費 廃棄物処理料50 ・

17.備品購入費 管理用備品100 ・

3. 14.工事請負費維持修繕費 64,181 4,281 68,462 4,200 81 伊野中学校給水ユニット取替4,281 2,981・

工事

伊野南中学校特別支援教室ト 1,300・

イレ改修工事

173,518 5,268 178,786 4,200 1,068項 合 計

款 10. 教育費 項 5. 幼稚園費

1. 22.償還金、利幼稚園費 11,600 121 11,721 1,000 879 国庫返還金△ 121 106・

子及び割引 県返還金 15・

料

11,600 121 11,721 1,000 879△項 合 計

款 10. 教育費 項 6. 認定こども園費

1. 2.給料認定こども 181,942 5,617 187,559 681 5,037 380 会計年度任用職員△ 1,400△ ・279

園費

3.職員手当等 通勤364△ 189△・

期末 175△・

4.共済費 社会保険料297△ 176△・

共済組合 112△・

互助会 9△・

10.需用費 賄材料費62△ ・



款 10. 教育費 項 6. 認定こども園費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

14.工事請負費 認定こども園えだがわ法面対6,500 ・

策工事

18.負担金、補 認定こども園広域入所1,240 ・

助及び交付

金

181,942 5,617 187,559 681 5,037 380△279項 合 計

款 10. 教育費 項 7. 社会教育費

1. 1.報酬社会教育総 13,942 62 14,004 168 225 会計年度任用職員△ 97△ ・119

務費

3.職員手当等 期末123△ ・

4.共済費 社会保険料18△ 11△・

共済組合 7△・

8.旅費 費用弁償27 ・

14.工事請負費 ネットワーク工事273 ・

3. 10.需用費図書館費 38,837 349 39,186 400 51 修繕料△ 349 ・

6. 12.委託料留守家庭児 70,869 4,291 75,160 224 270 3,953 設計919 500・△ △832

童会費 留守家庭児童会 419・

14.工事請負費 ネットワーク工事1,245 ・

22.償還金、利 国庫返還金2,127 ・

子及び割引

料

181,339 4,702 186,041 56 130 3,677△ 951項 合 計
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款 10. 教育費 項 8. 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 11.役務費保健体育総 9,381 1,000 8,381 1,000 各種検査手数料△ △ 1,000△ ・

務費

2. 8.旅費体育振興費 6,450 296 6,154 300 4 市町村駅伝競走大会旅費△ 252△ ・△

11.役務費 傷害保険料14△ ・

18.負担金、補 市町村駅伝大会参加負担金30△ ・

助及び交付

金

3. 12.委託料体育施設費 27,027 8,696 35,723 8,700 4 設計△ 1,303 ・

14.工事請負費 吾北体育館照明ＬＥＤ化工事7,393 ・

4. 17.備品購入費学校給食費 160,731 98 160,829 98 タイヤチェーン98 ・

203,589 7,498 211,087 8,700 300 902△ △項 合 計

款 合 計 1,133,153 25,492 1,158,645 625 13,900 5,867 3,8701,230

款 11. 災害復旧費 項 1. 農林水産業施設災害復旧費

1. 14.工事請負費農業施設災 12,500 3,344 15,844 2,100 1,244 災害復旧事業3,344 ・

害復旧費

2. 10.需用費林業施設災 69,827 5,095 74,922 2,100 420 消耗品費73 ・2,575

害復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業5,000 ・

17.備品購入費 穴開けパンチ22 ・

3. 14.工事請負費農地災害復 190 2,300 2,490 1,000 115 35 災害復旧事業2,300 ・1,150

旧費



款 11. 災害復旧費 項 1. 農林水産業施設災害復旧費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

82,517 10,739 93,256 5,200 115 1,6993,725項 合 計

款 11. 災害復旧費 項 2. 公共土木施設災害復旧費

1. 10.需用費河川等災害 46,561 10,924 57,485 7,136 3,500 288 消耗品費224 ・

復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業10,700 ・

46,561 10,924 57,485 7,136 3,500 288項 合 計

款 合 計 129,078 21,663 150,741 7,136 8,700 115 1,9873,725

13,839,300 185,600 14,024,900 15,548 43,400 10,442 90,111歳出合計 26,099
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給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等 3  24,480  6,100 (2.60) 30,580  6,295  36,875  

議　員 18  47,976  11,955 (2.60) 59,931  14,559  74,490  

補正前 その他の

特別職

計 802  90,051  24,480  132,586  20,908  153,494  

長　等 3  24,480  5,929 (2.60) 30,409  6,332  36,741  

議　員 18  47,976  11,955 (2.60) 59,931  14,559  74,490  

補正後 その他の

特別職

計 925  93,505  24,480  135,869  20,945  156,814  

長　等 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ △ 171  37  △ 134  

議　員 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

比  較 その他の

特別職

計 123  3,454  　　　　－ 　　　　－ 3,283  37  3,320  △ 171  

　　　　－　　　　－ 　　　　－

17,884  

△ 171  

　　　　－

123  3,454  　　　　－ 3,454  3,454  

54  42,129  

904  45,529  54  45,583  

42,075  

45,529  

計

18,055  

781  42,075  

報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)
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２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 276 935,572 507,777 1,443,349 296,884 1,740,233 

会計年度任用職員 471 479,986 91,685 101,159 672,830 96,294 769,124 

合　計 747 479,986 1,027,257 608,936 2,116,179 393,178 2,509,357 
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 277 927,376 507,312 1,434,688 298,169 1,732,857 

会計年度任用職員 475 482,222 90,285 100,754 673,261 96,136 769,397 

合　計 752 482,222 1,017,661 608,066 2,107,949 394,305 2,502,254 
会計年度任用職員以外
の職員    (-) 1          － △ 8,196 △ 465 △ 8,661 1,285 △ 7,376 

会計年度任用職員 4 2,236 △ 1,400 △ 405 431 △ 158 273 

合　計    (-) 5 2,236 △ 9,596 △ 870 △ 8,230 1,127 △ 7,103 

（　）は再任用短時間勤務職員の数

扶養手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

23,264 8,280 18,870 22,256 364,860 14,520 53,171 

3,578 423 

23,264 8,280 18,870 25,834 364,860 14,520 53,594 

24,008 8,280 18,440 22,791 356,877 15,020 59,201 

3,574 423 

24,008 8,280 18,440 26,365 356,877 15,020 59,624 

職員手当の 744          － △ 430 535 △ 7,983 500 6,030 

         －          －          － △ 4          －          －          －

744 △ 430 531 △ 7,983 500 6,030 

内     訳 特殊勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 単身赴任手当 管理職員特別勤務手当 期末

114 96 2,346 

97,158 

114 96 2,346 97,158 

112 87 2,496 

96,757 

112 87 2,496 96,757 

△ 2 △ 9          －          － 150          －

         －          －          －          －          － △ 401 

△ 2 △ 9 150 △ 401 

補 正 前

補 正 後

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

補 正 前

補 正 後

比    較

区    分

区    分

補 正 前

区    分

補 正 後

比    較

備    考

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員
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(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 △ 9,596  給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

－

－

－

－

 昇給に伴う増加分 1,397 
平均昇給率 1.82 %

 その他の増減分 △ 10,993  新規採用 12,090 職員数の異動状況

 退職 △ 18,242 区    分 現に在職する職員数 その他 計

 会計間異動 2,696 補正前 275 人 275 人 

 その他 △ 7,537 補正後 277 人 277 人 

増　減 2 人 － 2 人 

職員手当 △ 870  昇給に伴う増減分 512  期末勤勉 512 

採用・退職の状況

 採　用 退　職

9 人 10 人 

12 人 10 人 

13 人 3 人 

区   分 説       明 備                                考

  本年度

 給与改定実施時期

 給料の改定率

  前年度

 給料の改定率

区    分

給与改定実施時期　　　　　　

令和3年度

令和4年度

令和5年度

(1)

(-)

(1)

(1)

(1)

(-)

(0)

(0)

(1) (1)

(0) (0）

(1)

(1)

(-)

(1)

(-)(0)

(1)

(0)

(1)

(0)

(1)
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増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 △ 1,382  扶養 744 

 住居 △ 430 

 通勤 531 

 期末勤勉 △ 8,495 

 時間外勤務 6,030 

 児童 500 

 特殊勤務 △ 2 

 夜間勤務 △ 9 

 管理職員特別勤務 150 

 期末 △ 401 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

平均給与月額(円)

技 能 労 務 職

288,933 295,609

平均給料月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

令 和 5 年 9 月 1 日 現 在

区                                         分

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

行 政 職

令 和 4 年 9 月 1 日 現 在

39.1

320,338

52.5

295,063

330,361

53.1

325,701

39.6

285,927

320,268
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  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

(1) (100.0)

(1) (100.0)

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

技 能 労 務 職 ( 円 )

151,900

－

154,600

185,200

技 能 労 務 職

職 員 数 ( 人 )

主事･技師

級

行 政 職

8.7    

14.7    

級

４ 級

151,900

－

技 能 労 務 職 ( 円 )
国 の 制 度

行 政 職 ( 円 )

構 成 比 ( ％ )職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

課    長

１ 級

計

５ 級

３ 級

２ 級

区 分

行 政 職 主    監

24

３ 級

7

計

15.5    

２級

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職 ( 円 )

154,600

185,200

４ 級

３ 級

６ 級

令 和 5 年 9 月 1 日 現 在

４ 級

５ 級

22

22.0    

16.5    

100.0    

３ 級

56

42

２ 級

１ 級

区 分

57

37

22

40

６ 級

56

35

43

29.2    

254

39

251

課長補佐

56

8.8    

70.8    

計

６級 ５級 １級４級

22.3    

22.3    

令 和 4 年 9 月 1 日 現 在

３級

69.6    

30.4    

100.0    

100.0    

14.0    17

16

２ 級

17.1    

100.0    

15.7    7

23

１ 級

計

４ 級

２ 級

１ 級

主事･技師係長･主幹

22.4    
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  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

12号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

12号給 (人)

(％)

175

5

28

81.9

7

7

区                   分

職 員 数

職 員 数

203

81.0比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

補
　
正
　
後

1

昇 給 に 係 る 職 員 数

合 計

補
　
正
　
前

180

78.6

217

2

昇 給 に 係 る 職 員 数 227

33

7

7

33

23

212 15

52.2

12

254277

83.5

23253276

12

代 表 的 な 職 種

行 政 職 技 能 労 務 職

205

160 15

5

65.2

30

2
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  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

職 制 上 の 段 階 ､ 職 務 の

2.200

2.200

(1.150)

2.200

(1.150)

(1.150)

2.200
国  の  制  度

補　　正　　後

(1.150)
補　　正　　前

(1.150)

(1.150)

2.200

2.200

同

特 例 措 置

級 等 に よ る 加 算 措 置
区　　　　分

6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

(月分)

(2.300)

(2.300)

－

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

－

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

－

（月分）

47.709  

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考区　　　　分

支 給 率 等

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
行  政  職

中学校寄宿舎に勤務する職員の特殊勤務手当

技能労務職

0.01

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）
1.81

0.01給料総額に対する比率（％）

1.97
(令和5年 9 月 1 日現在)

扶 養 手 当

47.709  

4.400

35年勤続の者

支 給 率 計

4.400

(2.300)

4.400

通 勤 手 当

備　　考

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

(2% ～ 20% 加 算 )

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

最高限度
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

（単位：千円）

１   普    通    債 3,966,484 3,838,786 314,600 348,079 3,805,307

 (１) 総    務 900 900 53 847

 (２) 民    生 179,600 179,600 179,600

 (３) 衛    生 49,788 41,382 8,442 32,940

 (４) 農林水産 145,347 186,151 14,900 9,514 191,537

 (５) 土    木 978,295 976,517 167,800 64,834 1,079,483

 (６) 公営住宅 7,609 2,537 2,537

 (７) 消    防 2,339,964 2,192,752 131,900 238,974 2,085,678

 (８) 教    育 264,981 258,947 23,725 235,222

２   災 害 復 旧 債 253,636 252,840 55,600 38,629 269,811

 (１) 農林水産 74,610 74,431 25,400 10,278 89,553

 (２) 土    木 179,026 178,409 30,200 28,351 180,258

３   そ   の    他 13,480,117 12,827,731 1,049,600 1,244,023 12,633,308

 (１) 辺地対策 170,595 173,519 54,200 26,203 201,516

 (２) 過疎対策 3,273,925 3,513,812 901,800 265,373 4,150,239

 (３) 公有林整備 13,655 9,808 3,215 6,593

 (４) 財源対策債 548,943 549,505 48,800 27,117 571,188

 (５) 減税補てん債 22,259 13,910 5,933 7,977

（６）臨時財政対策債 4,218,927 3,866,740 44,800 445,456 3,466,084

（７）合併特例事業債 4,819,961 4,296,122 459,428 3,836,694

（８）施設整備事業債 377,076 371,402 10,685 360,717

（９）地域活性化事業債 17,576 15,713 613 15,100

 (10) 減収補てん債 17,200 17,200 17,200

合          計 17,700,237 16,919,357 1,419,800 1,630,731 16,708,426

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 末  現  在  高
現    在    高 現在高見込額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見    込    額

区          分
前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当  該  年  度
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